集　会　決　議　（案）
沖縄・普天間基地への垂直離着陸輸送機「ＭＶ－２２オスプレイ」配備をめぐっては、「配備強行の場合は全基地閉鎖も辞さない」と明言した沖縄県知事をはじめ沖縄県内すべての市町村議会や首長も反対を明確にするなど、「島ぐるみ」の反対闘争へと発展している。
「オスプレイ」は７月２３日にも山口県の岩国基地に搬入される予定だが、開発段階から事故が相次ぎ米軍内部からも構造上の問題が指摘され、「非人道的な軍用機」とさえ言われる欠陥機である。米軍は６月のフロリダでの事故の調査報告書を８月に日本政府へ提出し、その後、準備飛行等を行って１０月にも普天間基地に実践配備しようとしている。日本政府は独自に安全確保を確認するとしているが、「米政府の方針であり日本がどうしろこうしろという話ではない」との野田首相の発言等を考えれば、米側の報告書をそのまま追認することは明らかである。
さらに、沖縄に配備された「オスプレイ」が岩国基地や静岡県のキャンプ富士を拠点にして、九州をふくむ全国６ルートで低空飛行訓練を実施することも明らかになっており、ルートにあたる自治体をはじめ在日米軍基地所在の１４都道県でつくる「渉外知事会」からも懸念の声が上がっている。
一方、多くの国民の反対の声を黙殺し野田政権は大飯原発３、４号機の再稼動に踏み切った。暫定的な安全基準と電力不足を正当化しているが、電力会社の経営維持を優先させ、国民のいのちと生活を軽んじる暴挙だといわざるを得ない。
私たちは、安全性や民意を無視し、「安全神話」と「抑止力神話」によって国民に犠牲を強いるこうした動きを断じて容認できない。
再稼働決定後、首相官邸前は反対する人々で埋め尽くされた。７月１６日のさようなら原発集会にはこれまでで最大規模の１７万人が結集した。８月５日には超党派による沖縄県民大会が開かれる。まもなく開かれる原水禁大会では、脱原発や東北アジアの非核化と日本の安全保障政策も大きなテーマとなる。
長崎県は玄海原発に隣接し佐世保基地には「オスプレイ」搭載可能な強襲揚陸艦が今年４月に配備された。「オスプレイ」を搭載したままの佐世保寄港や、米軍機利用が全国でもっとも多い長崎空港や海上自衛隊大村飛行場も含めて低空飛行訓練時に利用される可能性も否定できない。

私たちは、本集会においてあらためてオスプレイ配備反対を決議するとともに、脱基地・脱原発をめざしてさらに運動を強めることをここに決議する。
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脱基地！脱原発！オスプレイ配備と原発再稼動を許さない長崎県集会
